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株式交換に関する事前開示書面 

（株式交換完全親会社／会社法第794条第１項及び会社法施行規則第193条に定める事前開

示書類） 

（株式交換完全子会社／会社法第782条第１項及び会社法施行規則第184条に定める事前開

示書類） 

 

東京都目黒区中根二丁目３番19号 

株式会社牧野フライス製作所 

代表取締役 宮崎 正太郎 

 

東京都目黒区中根二丁目３番19号 

株式会社牧野技術サービス 

代表取締役 松永 和彦 

 

株式会社牧野フライス製作所（以下「MT」といいます。）及び株式会社牧野技術サービ

ス（以下「MTS」といいます。）は、MT及びMTSとの間で2026年７月31日付で締結した株式

交換契約書（以下「本株式交換契約書」といいます。）に基づき、2026年９月11日を効力

発生日として、MTを株式交換完全親会社、MTSを株式交換完全子会社とする株式交換（以

下「本株式交換」といいます。）を行うことといたしました。 

本株式交換に関し、会社法第782条第１項及び会社法施行規則第184条並びに会社法第

794条第１項及び会社法施行規則第193条の定めるところにより、開示すべき事項は下記の

とおりです。なお、本株式交換は、MTにおいては会社法第796条第２項に定める簡易株式

交換となります。 

 

記 

 

1. 株式交換契約の内容（会社法第782条第１項、第794条第１項） 

 

別紙1「本株式交換契約書①」のとおりです。 

 

2. 株式交換の対価に関する定めの相当性に関する事項及び交換対価について参考となる

べき事項（会社法施行規則第184条第１項第１号、２号、第193条第１号） 

 



(1) 株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
MT 

（株式交換完全親会社） 

MTS 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 19.9 

本株式交換により交付する

株式数 
MT普通株式（自己株式）：597,000株 

（注1）MTは、MTSの普通株式１株に対して、MTの普通株式19.9株を割当交付します。 

（注2）MTは、本株式交換に際して、MTの普通株式597,000株を割当交付します。MTが

交付する普通株式597,000株については、全て、MTが保有する自己株式を割り

当てます。MTが新たに株式を発行することは予定しておりません。 

 

(2) 株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方 

上場会社であるMTの株式価値については、市場価格が存在していることから、市場

価格が適切な価格であると考え、市場株価法によるものとしております。なお、2026

年７月31日開催のMT取締役会の直前取引日を評価基準日とし、当該評価基準日の東京

証券取引所プライム市場におけるMT株式の普通取引の終値14,080円を使用して算定を

行っております。 

また、MTSの株式価値については、MTSが、本株式交換の効力発生時点において、非

上場会社であり、MTが直接又は子会社を通じて間接的にその発行済株式の全てを保有

する会社であることから、その簿価純資産額並びにその保有する不動産及び有価証券

の時価を勘案した修正簿価純資産法により算定を行っております。 

 

(3)交換対価として当該種類の財産を選択した理由 

MTの資本政策及び交換対価の交付先となるMTSの株主がMTの子会社であること等を総

合的に考慮し、MTが保有するMTの普通株式（自己株式）を交換対価としました。 

 

(4)株式交換完全子会社の株主（当該株式交換完全子会社と共通支配下関係にある株

主を除く。）の利益を害さないように留意した事項 

MTS及びその株主（MTを除く。）は、本株式交換の効力発生日時点において、MTが直

接又は子会社を通じて間接的にその発行済株式の全てを保有する会社であることか

ら、該当事項はありません。 

 

以上の事項等を総合的に考慮し、本株式交換における上記(1)の「株式交換に係る割

当ての内容」は相当であると判断しました。 

 

 



3. 株式交換に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第184条第

１項第３号、第193条第２号） 

 

該当事項はありません。 

 

4. 株式交換完全親会社に関する事項（会社法施行規則第184条第１項第４号、会社法施

行規則第184条第６項第１号） 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

別紙２のとおりです。 

 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

該当事項はありません。 

 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

[① 譲渡制限付株式としての自己株式処分 

MTは、2026年７月３日開催の取締役会において、以下のとおり、譲渡制限付株式

として自己株式処分（以下「本自己株式処分」といいます。）を行うことについて

決議し、2026年７月31日に処分を完了いたしました。 

（1）払込期日 2026年７月31日 

（2）処分する株式の種類及び株式数 MTの普通株式2,789株 

（3）処分価額 １株につき15,200円 

（4）処分価額の総額 42,392,800円 

（5）割当予定先 MTの取締役5名2,789株 

 

② 自己株式の取得 

MTは、2026年７月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、以下のとおり、自己株式

取得に係る事項を決議いたしました。 

 

 

 

 



（1）取得対象株式の種類 MTの普通株式 

（2）取得し得る株式の総数 415,000株（上限） 

※2026年７月31日開示いたしました

「株式分割、定款の一部変更及び配当

予想の修正等に関するお知らせ」に記

載のとおり、MTは2026年10月１日を効

力発生日として、MTの普通株式１株に

つき５株の割合をもって株式分割を行

う予定です（以下「本株式分割」とい

います。）。本株式分割に伴い、本株

式分割の効力発生日以降においては、

取得し得る株式の総数を「2,075,000株

（上限）」と読み替えます。 

（3）株式の取得価額の総額 6,000百万円（上限） 

（4）取得期間 2026年８月３日～2026年12月30日 

 

5. 株式交換完全子会社に関する事項 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法施行規則第193条第３号イ） 

 

別紙３のとおりです。 

 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容（会社法施

行規則第193条第３号ロ） 

 

該当事項はありません。 

 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第193条第３号

ハ） 

 

MTSは、2026年８月18日付の株主総会において、本株式交換の効力が生じること

を停止条件として、2026年９月11日に、同日時点でMTSの唯一の株主となるMTに対

し、MTSが同日時点で保有する以下のMT子会社の株式について剰余金の配当（現物

配当）を行うことを決議しております。 

① マキノ・ロジスティックス株式会社普通株式 7,000株 

② 牧野フライス技研株式会社普通株式 860,000株 



③ 関東物産株式会社普通株式 6,000株 

以 上 

  



別紙１「本株式交換契約書①」 

 

  











別紙２「株式交換完全親会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容」 

  



























































































別紙３「株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容」 

 



(1) 
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自 2025年 4月 1日 
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東京都目黒区中根２丁目３－１９ 

株式会社 牧野技術サービス 

 

 

 

事 業 報 告 書  



(2) 

１． 企業集団の現況に関する事項 

 

（1） 事業の経過およびその成果 

当期の国際的な経済情勢を見ますと、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や中国経済の停滞、また米国

の相互関税措置などにより、世界経済は依然として不透明な状況がつづきました。その中において、設

備投資は半導体製造装置やデータセンターの需要に牽引され、全体として堅調に推移いたしました。 

このような状況のもと、当社におきましては予防保全サービスの拡販や価格改定を実施し、一定の効

果が見られたものの、前期の北米における航空機産業の特需に対する反動が大きく、前期比で減収・

減益となりました。 

売上高は 176億 52百万円（前年同期比 3.1％減）、営業利益 19億 45百万円（前年同期 23.1%減）、

経常利益 21億 69百万円（前年同期比 17.2％減）、純利益 14億 86百万円（前年同期比 16.4％減）と

なりました。 

 

（2） 設備投資等の状況 

当期は、据付・修理用治工具およびソフトウェアを中心に、総額 4億 1百万円の設備投資を実施いた
しました。 

 

（3） 資金調達の状況 

当期は借入等による資金調達は行っておりません。 
 

（4） 対処すべき課題 

当社は、市場の変化に即応できる体制を構築し、厳しい経済環境下にあっても利益を確保できる強
固な企業体質の確立を図るべく、以下を重点的に行っていく所存です。 

 
① クオリティ・ファーストの追求 

当社は牧野グループの一員として、設立以来一貫として「クオリティ・ファースト」を経営理念に掲
げてまいりました。信頼こそが企業の存立基盤であり、当社はどのような経営状況であっても、常に
サービス品質の向上に取り組み、ステークホルダーとの信頼関係を維持・構築していきます。 
 

② カスタマーサービスの強化 
お客様と真摯に向き合い、お客様の声を新しいサービス商品の開発や技術力の向上に反映さ

せ、顧客満足度を高めてまいります。また各地での災害によるお客様の被害を最小限とするべく、
機械の復旧作業を全力で遂行できるカスタマーサービスのサポート体制を維持します。 
 

③ 収益力の向上 
当社はお客様の工作機械を計画的にメンテナンスすることで、突発的なマシンダウンを防ぐ「予

防保全サービス」の展開に注力しております。お客様のニーズに沿った提案型サービスを企画・展
開していくことで、収益力の向上を目指してまいります。 

 
④ 安心・安全の企業文化の構築 

当社は労働安全衛生マネジメントシステムに関する国際規格 ISO45001 を取得しております。組
織の事業活動に関わる人々の労働災害を防止し、安全で健康的な労働環境を提供することを課
題として、社会と共存・共栄し働きがいのある企業を目指し活動していきます。 
 

  



(3) 

 
（5） 財産および損益の状況の推移 

区分 
2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 

第 47期 第 48期 第 49期 第 50期 

売上高 15,907,986千円 17,805,661千円 18,214,025千円 17,652,649千円 

営業利益 969,686千円 2,394,983千円 2,531,242千円 1,945,732千円 

経常利益 1,155,295千円 2,581,251千円 2,618,989千円 2,169,344千円 

当期純利益 819,333千円 1,811,590千円 1,778,615千円 1,486,647千円 

一株当たり 

当期純利益 
13,655.56円 30,193.18円 29,643.59円 24,777.46円 

総資産 16,651,574千円 17,991,844千円 18,771,203千円 18,925,867千円 

純資産 6,103,636千円 7,915,227千円 9,617,823千円 10,215,162千円 

（注1） 一株当り当期純利益は、期中平均発行株式数に基づき算出しております。 
（注2） 第 50期（当期）の状況につきましては、前記「（1）事業の経過およびその成果」に記載のとおりです。 
 

（6） 重要な親会社及び子会社ならびに企業結合等の状況 
 

① 重要な親会社の状況 
当社の親会社は、株式会社牧野フライス製作所で、同社は当社の株式を 30,000株

（出資比率 50％）保有しております。 
なお、当社と株式会社牧野フライス製作所との営業上の取引は、同グループが扱う工作機

械の据付試運転、操作説明、補修部品等の販売、およびアフターサービスの受託であります。 
 
② 重要な子会社の状況 

該当事項はありません。 
 

③ 重要な企業結合等の状況 
該当事項はありません。 

 

（7） 主要な事業内容 
  株式会社牧野フライス製作所及びグループ会社が製作する工作機械の据付け試運転、操作
説明、補修部品・中古機械の販売、およびアフターサービスを行っております。 

 

（8） 主要拠点 

名称 所在地 名称 所在地 

本社 東京都目黒区 太田サービスセンタ 群馬県太田市 

三増テクニカルセンタ 神奈川県愛甲郡 名古屋サービスセンタ 愛知県名古屋市 

グローバルパーツセンタ 神奈川県愛甲郡 大阪サービスセンタ 大阪府東大阪市 

 

（9） 従業員の状況 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

404 44.90 20.46 6,840 

   （注 1） 従業員数は当事業年度末日の時点の社員、パート及び嘱託社員の人数を記載しております。 
   （注 2） 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 



(4) 

2. 会社の株式に関する事項 

 
（1） 発行可能株式総数                        80,000株 

 
（2） 発行済株式の総数                              60,000株 
 
（3） 当期末株主数                                     2名 
 
（4） 大株主の状況 
 

株     主 
当社への出資状況 

当社の当該株主への 

出資の状況 

持株数 議決権比率 持株数 議決権比率 

株式会社牧野フライス製作所 30,000株 50.0％ － － 

マキノ・ロジスティックス株式会社 30,000株 50.0％ 7,000株 35.0％ 

 
 
（5） 会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
 
（6） その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
 

 

3. 会社役員に関する事項 
 

（1）取締役および監査役                                    （2026年 3月 31日現在） 

地   位 氏      名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 松永  和彦 ―  

取締役 木村 孝司 カスタマーサポート本部 部長 

取締役 松岡 一郎 グローバルパーツセンタ センタ長 

監査役 白石  治幸 株式会社牧野フライス製作所 常務取締役 

監査役 山口  仁栄 株式会社牧野フライス製作所 監査役 

 

 

（2）取締役および監査役の報酬等の総額 

  人 数 報酬等の総額 

取  締  役 1名 17,870千円 

合     計 1名 17,870千円 

 

 



第５０期　決算報告書

東京都目黒区中根２丁目３番１９号

株式会社　牧野技術サービス

自 ２０２５年　  ４月　１日

至 ２０２６年　  ３月３１日



（単位：円）

金 額 金 額

[流動資産] [17,261,746,380] [流動負債] [8,211,487,843]

流動 現 金 及 び 預 金 3,391,992,163 流動 買 掛 金 7,045,702,564 

流動 電 子 記 録 債 権 7,048,077 流動 未 払 金 331,255,898 

流動 売 掛 金 5,010,087,165 流動 未 払 費 用 155,607,917 

流動 部 品 6,843,773,338 流動 前 受 収 益 884,434 

流動 仕 掛 品 4,434,000 流動 預 り 金 52,327,778 

流動 仕 掛 工 事 56,482,448 流動 未 払 法 人 税 等 256,277,900 

流動 前 払 費 用 27,135,091 流動 賞 与 引 当 金 354,472,000 

流動 関係会社短期貸付金 1,500,000,000 リ ー ス 債 務 14,959,352 

流動 仮 払 金 10,893,609 

流動 未 収 入 金 4,973,177 

流動 未 収 消 費 税 407,496,659 流動

流動 貸 倒 引 当 金 △ 2,569,347

至 ２０２３年　　３月３１日

[固定資産] [1,664,121,567] [固定負債] [499,217,407]

（有形固定資産） (697,790,890) 固定 リ ー ス 債 務 14,459,500 

有形 建 物 69,193,041 固定 退 職 給 付 引 当 金 484,757,907 

有形 機 械 設 備 313,534,137 固定

有形 車 両 運 搬 具 4 固定

有形 工 具 器 具 備 品 181,693,088 

有形 リ ー ス 資 産 29,751,800 

有形 建 設 仮 勘 定 103,618,820 

8,710,705,250 

（無形固定資産） (465,573,286)

無形 電 話 加 入 権 2,797,347 [資本金] [30,000,000]

無形 ソ フ ト ウ ェ ア 373,769,692 [利益剰余金] [10,185,162,697]

無形 ソフトウェア仮勘定 89,006,247 

（その他の資産) (500,757,391) 利 益 準 備 金 7,500,000 

その他 関 係 会 社 株 式 39,750,000 別 途 積 立 金 5,246,585,681 

その他 投 資 有 価 証 券 200,000 繰 越 利 益 剰 余 金 4,931,077,016 

その他 破 産 更 生 債 権 5,309,375 （うち当期純利益） (1,486,647,665)

その他 長 期 前 払 費 用 24,146,299 

その他 差 入 保 証 金 113,692,908 

その他 繰 延 税 金 資 産 322,968,184 

その他 貸 倒 引 当 金 △ 5,309,375

その他

10,215,162,697 

18,925,867,947 18,925,867,947 

2026年3月31日

資 産 の 部 合 計

貸 借 対 照 表

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部

科 目科 目

負 債 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

純資産の部合計
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（単位：円）

PL 4,048,877,561 

PL 13,600,772,018 

PL 3,000,003 17,652,649,582 

14,927,515,773 

2,725,133,809 

779,401,483 

1,945,732,326 

営外収 11,428,986 

営外収 80,640,000 

営外収 66,016,676 

営外収 241,864 

営外収 811,920 

営外収 152,451,695 

営外収 2,226,333 313,817,474 

営外費 87,635,326 

営外費 2,570,124 90,205,450 

2,169,344,350 

PL 42,344 42,344 

2,169,302,006 

PL 671,077,874 

PL 11,576,467 682,654,341 

1,486,647,665 

損 益 計 算 書

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

棚 卸 資 産 処 分 損

そ の 他

受 取 利 息

受 取 配 当 金

受 取 賃 貸 料

有 償 品 代

受 取 保 険 金

為 替 差 益

そ の 他

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等

［ 特 別 損 失 ］

固 定 資 産 除 却 損

自　2025年  4月 1日

至　2026年  3月31日

金 額

［ 売 上 高 ］

科 目

工 事 売 上

中 古 機 械 売 上

［ 営 業 外 費 用 ］

［ 営 業 外 収 益 ］

［ 売 上 原 価 ］

［販売費及び一般管理費］

部 品 売 上

3



（単位：円）

別途積立金 繰越利益剰余金

2025年3月31日残高 30,000,000 7,500,000 5,246,585,681 4,333,737,351 9,617,823,032 9,617,823,032 

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △889,308,000 △889,308,000 △889,308,000

　当期純利益 1,486,647,665 1,486,647,665 1,486,647,665 

事業年度中の変動額合計 - - - 597,339,665 597,339,665 597,339,665 

2025年12月31日残高 30,000,000 7,500,000 5,246,585,681 4,931,077,016 10,215,162,697 10,215,162,697

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

自　2025年  4月 1日　　至　2026年  3月31日

株　 　主　 　資　 　本

純資産合計
資 本 金

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利　　益　　剰　　余　　金

株主資本合計

4



１．重要な会計方針にかかる事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

①有価証券の評価基準および評価方法

ア 時価のあるもの

イ 時価のないもの

総平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準および評価方法

総平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

②無形固定資産

定額法を採用しています。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金

②賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しております。

③退職給付引当金

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によっ
て処理し、売却原価は、総平均法により算定しております。）

定率法（ただし、1998年4月1日以後に取得した建物（付属設備を除く）並びに2016
年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法によっており
ます。

売掛金等債権の回収不能に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等の特定資産については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見
込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、当期末においては、退職給付債務見込額が年金資産見込額を超過しているた
め、超過額を退職給付引当金に計上しております。過去勤務債務は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により処理して
おります。数理上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により翌期から費用処理しております。

個別注記表

自　2025年  4月 1日

至　2026年  3月31日
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（４）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

為替予約については、振当処理を行っております。

②ヘッジ手段

為替予約

③ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務

④ヘッジ方針

社内管理規程に基づき為替変動リスクを回避する目的で行っております。

⑤ヘッジ有効性評価の方法

（５）その他の計算書類作成のための基本となる重要事項

①リース取引の処理方法

②消費税等の会計処理

消費税および地方税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額

３．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当該事業年度末日における発行済株式の数

（２）当該事業年度末日における自己株式の数

（３）当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

ア 配当の総額

イ 1株あたり配当額

ウ 基準日

エ 効力発生日

②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

該当事項はありません。

４．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

‐株

1,188,194,356円

60,000株

決算日および決済日（為替予約の実行日）に予約レートと直物相場によるレート比
較により評価を行っております。

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、リース期間を耐用年数とし残存価格をゼロとする定額法を採用しておりま
す。なお、少額なリース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた
会計処理によっております。

2025年6月19日開催の第49回定時株主総会決議において、次のとおり決議しております。

889,308,000円

14,821.80円

2025年3月31日

2025年6月20日
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